
事業の進捗状況・事業評価
＜１９年度選定事業＞

H19 H20 H21 H22 H23 H24

8,394 26,400 － － － －

事業概要

進捗状況

進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

資料２－３

事業費（千円）

・社会的、経済的に弱い立場にある高齢者、障がい者、発達障がい者、子どもを地域全体
であたたかく支えるため、支援事業を強化。

事業評価

認知症予防・改善のための健康法などを老人福祉施設等に
おいて普及定着させるために、老人福祉施設整備に要する
経費の補助制度を創設

平成１９年１１月
・補助事業の募集開始
平成２０年３月
・応募件数：３０件
・交付決定：２１件
・事業例：音楽療法セット（楽器）購入、電子ピアノ購
入、太鼓一式購入、園芸用具一式購入 等

評価コメント

合計

34,794

事業効果

認知症予防・改善のための健康
法・予防法に必要な備品を県内２
１施設に整備することができ、老
人福祉施設の入所者の心機能の維
持向上、認知症予防改善と福祉
サービスの向上を図ることができ
ている。

事業評価

平成１８年４月に障害者自立支援
法が施行され、障がい者の自立と
社会参加を促進するための就労支
援に対するニーズが高まっている
なか、当事業により障がい者の実
習機会の確保や就労所得（工賃収
入）の増加につながっている。

事業項目

障がい者の実習先を確保するために、職場実習を希望する
障がい者を受け入れる予定の事業者に対してその受け入れ
に必要な店舗の増改築（バリアフリー、段差解消など）及
び設備購入の経費を助成

平成１９年１１月
・募集開始
平成２０年３月
・３事業に対して交付決定し、補助金を交付
・事業例＝身障者用トイレの設置、作業台の購入など
平成２０年５月
・平成２０年度事業募集開始
平成２０年７月～８月
・３事業の応募、１事業を採択
平成２０年９月～１０月
・二次募集実施、１事業採択
平成２０年１１月～１２月
・三次募集実施、１事業採択

評価コメント

（２）福祉事業所等販売施設のバリアフリー化助成事業の創設
（Ｈ１９～Ｈ２０）

事業番号 1 事業名
誰もが安心して暮らせる

社会推進事業

事業項目
（１）認知症の予防・改善のための備品等への助成制度の創設
（Ｈ１９） 4

事業効果

4

1



進捗状況

進捗状況

進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

事業評価

（４）ホームページ「おでかけタウンマップぎふ」の整備
（Ｈ１９）

評価コメント

コンテストへの応募者は約３０名
あり、当日の観客として約２５０
名の来場があったことなどから、
県聴覚障害者情報センターのＰ
Ｒ、手話の普及や障がい者への理
解が図られている。

4

評価コメント

事業項目
（３）「中部手話スピーチコンテスト」開催支援
（Ｈ１９）

○市町村によりまちまちである乳幼児検診時の発達障がい
に関するチェック項目の標準化を図るための検討を実施
平成１９年１２月
・県内における発達障がい児早期発見・早期支援の状況を
調査するため市町村を対象とした基礎調査を実施
平成２０年７月～９月
・乳幼児健診検討作業部会、乳幼児健診検討委員会を実施
・小児科医、精神科医、保健師等専門職から意見を聴取

○発達障がい児に対する療育技術研究を実施
平成２０年１１月
・発達障がい児に対する療育技術研究会を設置
平成２０年１２月～
・発達障がい児に対する療育の先進県である三重県あすな
ろ学園を視察（予定）
・県内において試行的集団療育指導を実施

事業項目

道の駅やサービスエリアのバリア
フリー情報を、写真を使いながら
掲載し、トイレの状況などの情報
も充実していることから、県内居
住者のみならず、県外から訪れる
観光客などに対しても安心して旅
行を計画してもらえるようになっ
ている。

評価コメント

調査・研究が継続中であるため現
時点での効果の判断は困難である
が、この事業で県内における乳幼
児検診の実施内容の平準化が図ら
れることによって、発達障がいの
早期発見・早期支援のために役立
てることができる。今後も研修等
を通して県内市町村へ普及啓発し
ていく。

事業項目

手話通訳者の技術向上と交流の場を提供するとともに、障
がい者への理解促進と手話の普及、手話通訳者の増加を図
るためコンテストを開催

平成１９年９月
参加者募集開始
平成１９年１１月２３日
「中部手話スピーチコンテスト」開催
場所：中部学院大学
参加者：３００名

・小・中・高校生の部、大学・一般の部に２０名が出場
・県内の学生５名入賞

事業評価

（５）発達障がい者支援のプログラム導入のための調査研究
（Ｈ１９～Ｈ２０）

事業評価

県内の公共施設等のバリアフリー情報をまとめたホーム
ページ「おでかけタウンマップぎふ」について、内容を充
実

平成２０年３月
・現在掲載されている内容の情報整備
・障がい者や高齢者等すべての人が外出しやすくなるよう
「おでかけＨＯＴ特集（道の駅、高速道路のＳＡ・ＰＡ情
報等）」などのページを新たに作成

事業効果

2

事業効果

3

事業効果

2



進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

事業評価事業項目
（６）子どもへの暴力防止プログラム（ＣＡＰ事業）の実施
（Ｈ１９～Ｈ２０）

子どもが虐待・いじめ・誘拐・性暴力等の危険にさらされ
たとき、自分を守るための知識を伝える教育プログラムを
実施

平成１９年度実施市町村
岐阜市、笠松町、揖斐川町、池田町、関市、白川町、多治
見市、恵那市

平成２０年度実施市町村
岐阜市、羽島市、北方町、美濃加茂市、富加町、中津川
市、瑞浪市、恵那市、土岐市、下呂市

・平成１９・２０年度の２か年で全市町村での実施を予定
・その他の市町村においても今後実施予定

評価コメント

ＣＡＰプログラムを受講した協議
会の構成員が暴力防止の認識を深
めるとともに、児童虐待の予防・
早期発見ができる環境づくりが推
進されている。

事業効果

4

3



事業の進捗状況・事業評価
＜１９年度選定事業＞

H19 H20 H21 H22 H23 H24

17,400 30,600 － － － －

事業概要

進捗状況

進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

評価コメント

新学習指導要領で「道徳教育の充
実」がうたわれているためボラン
ティア活動を一層充実させたいと
いう学校が多数あり、学校の必要
経費計画額の大部分を助成するこ
とで効果的な活動が実現できてい
る。

（２）学校で行うボランティア活動の支援
（Ｈ１９～Ｈ２０）

事業項目
（１）「命の教育」に関する講演会の開催、「命の木」植樹事業
（Ｈ１９～Ｈ２０)

48,000

事業評価

事業項目 事業評価

「命の教育」にかかわる講演会・授業や、「命の木」の植
樹により、多くの児童生徒に生きる喜びや命の大切さを実
感させる

○講師派遣：「命の教育」にかかわる講師派遣
平成１９年度 ９校 受講者数 ５，３６３人
平成２０年度 １８校 受講者数 ６，０１７人
○図書教材等の活用：図書教材の活用等
平成１９年度 ５１校
平成２０年度 申込受付中
○「命の木」植樹：児童生徒による植樹活動
平成１９年度 ７校 １２６本
平成２０年度 １７校 ３８５本

評価コメント

社会の構成員としての規範意識や社会性、他人を思いやる
心などを身につけ、豊かな人間性を育むため、「県立学校
ボランティア活動支援事業」という名称で、県立高等学校
及び県立特別支援学校が計画したボランティア活動に対し
て支援している。

○支援活動数
平成１９年度 ３１校 ４４活動
平成２０年度 ４２校 ５９活動
○活動内容
清掃活動、挨拶運動、交通安全運動、訪問活動（老人ホー
ムや保育園など）、チャリティ活動など

事業番号 2 事業名 「命の教育」推進事業

事業費（千円）

・児童、生徒に対し、生命の尊さ、いたわりの心を育む心の教育の充実やボランティア活
動の環境整備を図り、発達障がいや障がいを持つ児童生徒に対する理解を深め、ふるさと
を担う次世代の人材を育成。

合計

講師を招いての授業や講演会を実
施したり、効果的な教材を用いた
授業を行ったり、あるいは木々の
特徴、世話の仕方などを学びなが
ら植樹したりすることにより、多
くの児童生徒が改めて命の尊さを
学んだり思いやりの心を育てたり
することができている。

事業効果

4

事業効果

4

4



進捗状況

進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

県立特別支援学校における一人一人の職業的自立を目指
し、職業教育（作業種等）の開発や、職業自立支援員によ
る現場実習中の個別支援、職場開拓に取り組んでいる。

○職業教育（作業種）の開発
・１２校の特別支援学校において、先進校や企業への視
察、それに基づく実践研究を実施
○職業自立支援員の配置
・特別支援学校の生徒に対して、現場実習中に効率的に作
業を行うことができるよう実態に応じた支援実施
・生徒のニーズに応じて、現場実習を行う職場を開拓

評価コメント

２３人の職業自立支援員を配置
し、実習の受入企業が障がい者理
解を深めることができ、大きな効
果があった。特別支援学校高等部
卒業生の就職率を向上させるため
には、企業内作業学習の充実が最
重要課題であり、そのためには
県・学校が中心となって企業等と
連携し、一体となって研究を進め
ていく。

県民の発達障がいに対する理解を深めてもらうとともに、
幼稚園、小中学校、高等学校及び特別支援学校の教職員等
の支援内容を充実させ、発達障がいのある子どもたち及び
家族の方たちを支える「心のネットワーク」を築き上げる
ため「発達障がいフォーラム」を開催

平成１９年１１月～平成２０年１０月
フォーラム開催回数：５回（５会場）
のべ参加人数：４６８名

○専門家セミナー
平成２０年８月３０日(土）
「発達障がい児支援に関する連携セミナー」
開催場所：大垣市ソフトピアジャパンセンター
参加人数：３８８名

評価コメント

フォーラムは各会場とも盛況で、
専門性を高めることを目的とした
セミナーには、目標３００人を上
回る参加者があった。特に幼稚
園、保育所のニーズが高く、小中
学校との連携をより深めるために
も、継続的実施が望まれている。

事業効果

4

事業項目
（４）特別支援学校での新たな職業訓練の開発、支援員の設置
（Ｈ１９～Ｈ２０）

事業評価

事業項目
（３）発達障がいに関する講演会・研修の開催
（Ｈ１９～Ｈ２０）

事業評価

事業効果

4
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事業の進捗状況・事業評価
＜１９年度選定事業＞

H19 H20 H21 H22 H23 H24

8,200 7,000 － － － －

事業概要

進捗状況

進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

○特定健診・保健指導医師研修
平成２０年度から始まるメタボリックシンドロームに着目
した「特定健診・保健指導」の効率的な実施を目指し、健
診や保健指導に重要な役割を担う医師を対象に研修会を開
催
平成２０年１月～５月
開催回数：９回
参加人数：のべ２,５０２名

○生活習慣病予防に関する普及啓発
（平成１９年度）
・新聞広告やメタボリックシンドロームの普及啓発リーフ
レット（５０万部）を作成。
（平成２０年度）
・特定健診・保健指導の受診勧奨実施
・生活習慣病予防に関する普及啓発実施
・日常生活で実践している健康づくり活動を県民から募集
募集期間：平成２０年８月１日～９月３０日
応募：１４９事例
今後：積極的な取組事例を広く県民に紹介していく

評価コメント

受診率向上等の効果は見えにくい
が、特定健診・保健指導に携わる
可能性のある医師は概ね研修を受
講でき、Ｈ２０年度からの制度開
始に備えることができた。
普及啓発については、広く県民へ
の周知を図ることができている。

岐阜県食育推進基本計画に基づき、地域企業と連携して、
保健指導の対象となりにくい若い世代や保護者に対し、朝
食の大切さの周知や、地産地消の推進を目的として食育学
習会を開催

平成１９年１２月～平成２０年３月
場所：大型スーパー１８ヵ所
開催回数：３０回
参加人数：のべ８，５５３人

平成２０年９月～
保育所３６箇所との協働により、児童の保護者を対象にし
た食育学習会を開催中

評価コメント

事業評価

企業と協働した学習会などを通
じ、若い世代を対象に朝食の重要
性・地元産物の利用普及啓発がで
きている。
また、保育所と連携して楽しく体
験できる食育学習会を開催してお
り、子どもたちの朝食欠食率低下
に向けた啓発をすることができて
いる。

3
事業項目

（２）メタボリックシンドローム予防啓発等
（Ｈ１９～Ｈ２０）

事業評価事業項目
（１）地域食材を活用した食育学習会の開催
（Ｈ１９～Ｈ２０）

事業効果

15,200

合計

事業効果

4

事業番号 3 事業名
地元の食材を活用した
食と健康を守る事業

事業費（千円）

・県内において展開されるぎふクリーン農業による安全、安心、健康な食材を生産するシ
ステムが構築されている中、県民がこれらの食材を積極的に摂取するなど、食に対する意
識を高め、健康に対する意識の醸成を図るため、世代を超えた食生活の改善や生活習慣病
予防対策、健診率向上のための保健指導キャンペーンなどを実施。

6



事業の進捗状況・事業評価
＜１９年度選定事業＞

H19 H20 H21 H22 H23 H24

0 38,913 － － － －

事業概要

進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

38,913

合計

・過去の大地震の揺れが再現できる地震体験車を導入し、県内市町村の自主防災組織等地
域で活用することにより、大地震を体感してもらい、防災意識を向上させる。

事業番号 4 事業名 防災意識向上事業

事業費（千円）

事業効果

4

平成２０年６月２日
県民の地震に対する防災意識の向上のため、実際の地震に
近い揺れを体験できる地震体験車を購入。
平成２０年６月１６日
・県庁において、お披露目を実施。
・実際に地震体験車を使用する県内市町村及び消防本部の
職員を対象に取扱研修を実施。
・県内市町村や消防本部等への貸し出しを開始。

＜実績（１１月末時点）＞
貸出回数：３９回
体験人数：１４，３００人

評価コメント

地震体験車は非常に高額であり市
町村が各自所有するのは困難であ
るため、貸し出しによって県内市
町村への支援ができた。
また、より多くの県民に体験して
もらうことにより地震時の対応に
備える等の啓発が図られている。

事業項目
（１）地震体験車の導入
（Ｈ１９）

事業評価
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事業の進捗状況・事業評価
＜１９年度選定事業＞

H19 H20 H21 H22 H23 H24

8,215 13,567 － － － －

事業概要

進捗状況

進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

合計

21,782

4

事業効果
事業項目

（１）「まちかど美術館・博物館」マップの作成
（Ｈ１９）

事業評価

事業番号 5 事業名
隠れた身近な

ひだ・みのじまん発掘事業

事業費（千円）

・県民の身近にあるひだ・みのじまんを収集・整理し、広く県民、国民に対し紹介するシ
ステムを構築し、「ひだ・みのじまんプロジェクト」のさらなる底上げを図り、誇りの持
てるふるさとづくりを進めていく。

事業項目
（２）県保有の映像資産を復活、ホームページで公開
（Ｈ１９～Ｈ２０）

事業評価

平成１９年１１月
「まちかど美術館・博物館」に登録されている各施設に対
し調査票を送付して統一的な事項の調査を実施。
平成２０年１月～２月
ガイドブックの仕様や印刷業者を決定し、校正作業実施。
平成２０年３月
「ガイドブック（７，０００部）」及び、観覧者への案内
のため各登録施設に掲示する「表示板（１１０個、県産材
利用）」完成。
平成２０年４月～６月
ガイドブック配布開始。各登録施設、図書館、ふれあい会
館等に配布。また、ガイドブックを活用し、ホームページ
の内容を更新。

評価コメント

一部の施設では追加配布してもす
ぐなくなるという状況であり、県
民の関心の高さがうかがえる。
県民に広く地域資源を知ってもら
い、地域のじまんとして活用して
もらうため、今後もＨＰでの新規
施設登録等、同様の事業を継続し
ていく。

事業効果

平成１９年１２月
県が制作し保有する映像資産の保有状況等の調査をするた
め、県のすべての所属・現地機関に対して調査実施。
平成２０年１月～２月
対象となる映像を選定
・未来会館（岐阜市）
・エコミュージアム（関ヶ原町）
が所管するアナログハイビジョン映像
平成２０年３月２８日
納品
平成２０年１０月
広報課作成の１６ｍｍフィルム映像をブルーレイディスク
に保存。
平成２０年１１月
映像資産を紹介するホームページ作成業務委託業者の選定
を実施。
現在ホームページ作成中（Ｈ２１年３月公開予定）。

評価コメント

映像のフォーマットが時代に合わ
なくなり、機器更新や映像システ
ムのリニューアルの見込みもな
く、廃棄または死蔵の危機にあっ
た貴重な映像資料を保存・活用す
ることができている。

4
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進捗状況

進捗状況

進捗状況

進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

事業項目
（３）県内中小企業の「ものづくり」データベースの創設
（Ｈ１９～Ｈ２０)

事業評価

事業項目
（４）県内歴史的建造物のデータベース化、ホームページで公開
（Ｈ１９）

事業評価

平成２０年３月
県内中小企業の開発製品や技術のＰＲ、情報交換を行う
「ものづくり」データベースを創設するため、企業情報や
支援情報の整理、サイトマップや簡易な利用方法の検討を
実施。
平成２０年１２月
データベースを創設する委託業者を決定し、データベース
の公開に向けて作業を開始。
＜データベース公開予定＞
平成２１年１月下旬試行開始
平成２１年２月下旬本格稼働

評価コメント

データベース創設作業中であるた
め現時点で事業効果を判断するこ
とは困難であるが、多種多様な企
業のニーズに対応して県内全域の
製造業者を対象に情報を発信して
いくためには公的な機関が実施し
ていく必要がある。

事業項目
（６）「岐阜ご当地検定」をホームページ上で創設
（Ｈ１９）

事業評価

平成１９年１２月
県内市町村の協力により情報収集
平成２０年１月
「隠れた身近なひだ・みのじまん歴史的建造物選定委員
会」を開催
平成２０年３月
「身近な飛騨・美濃歴史的建造物」のホームページとパン
フレット（マップ）９，５００部を作成

評価コメント

当該ホームページへのアクセス数
は多く、パンフレットについての
問い合わせも多数寄せられるなど
県民の関心は高く、「ふるさとの
じまん」の再発見につながってい
る。

事業項目
（５）地芝居の紹介誌の発行、ホームページで公開
（Ｈ１９～Ｈ２０）

事業評価
事業効果

事業効果

平成２０年３月１９日
「飛騨・美濃じまん」をより多くのひとに知ってもらうた
め、Yahoo！「みんなの検定」のオフィシャル出題者とし
て、「飛騨・美濃じまん検定」を開設

検定実施者数：のべ３，６６４人（１２月８日現在）

評価コメント

県では「飛騨・美濃じまん運動」
を推進しているところであり、イ
ンターネットを介して県内外の人
たちに「ふるさとのじまん」に関
する知識を習得していただくこと
ができ、確実に岐阜の観光地や歴
史、文化、自然等に関する理解者
を増やすことにつながっている。

平成１９年１１月～平成２０年２月
「岐阜県地芝居ガイド」制作会議を２回開催
平成２０年５月
平成２０年度の制作事業計画策定
平成２０年９月
「地芝居保存会の動き」、「地芝居を語る」の執筆原稿等
について、確認と協議を実施。
＜ホームページ公開予定＞
平成２１年３月末

評価コメント

ＨＰの公開、紹介誌の配布につい
ては準備中であり、現時点におけ
る判断は困難であるが、県内で活
動する３０近くの団体が、他団体
活動を研究したり自分たちのＰＲ
をすることができ、また、指導者
や後継者の育成、各保存会の交流
活動等の活性化に期待が持てる。

3

事業効果

2

事業効果

3

2
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事業の進捗状況・事業評価
＜１９年度選定事業＞

H19 H20 H21 H22 H23 H24

7,000 － － － － －

事業概要

進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

7,000

合計

・スポーツ科学トレーニングセンターに使用が限定されているスポーツ映像分析システム
を、県内外各地における試合会場・競技場でも使用可能な機動性のあるものとし、科学的
トレーニングの普及を図る。

事業番号 6 事業名
国体に向けた地域の
じまんづくり事業

事業費（千円）

事業効果

4

平成２０年３月
県内各地の競技場等に移動し、スポーツ選手の動作解析
（フィールド測定）を可能にするため、最新の測定機器を
搭載した「フィールド測定車」納入
○主な活動内容
・春季高校野球県大会でのスキルチェック
・高校野球、高校バレーボールの練習時におけるスキル
チェック
・岐阜県高校総体の陸上競技におけるスキルチェック

評価コメント

フィールド用機器搭載車の導入に
より、練習場、試合会場問わずサ
ポートが可能となり、現場のニー
ズに応えることができるように
なった結果、競技力が向上し、好
成績につながっている。

事業項目
（１）「スポーツ映像分析システム」の測定車両の購入
（Ｈ１９）

事業評価
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事業の進捗状況・事業評価
＜１９年度選定事業＞

H19 H20 H21 H22 H23 H24

2,635 3,775 － － － －

事業概要

進捗状況

進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

事業効果

4

事業番号 7

事業主体が実施したアンケート調
査から、高校生の参加者全員が
「有意義な体験となった」と回答
している。また、「地域住民との
交流が図られ、地域の農業につい
て意見交換ができた」という意見
が聞かれた。このことから、事業
を通じて、参加した高校生に対し
て、農業・農村の大切さを伝える
ことができている。

事業効果

4

事業名
都市住民との協働による

農地保全事業

事業費（千円）

・都市と農村との交流を促進し、都市住民と農村住民が協力して耕作放棄地を再活用し
て、農業体験活動を通じて農地の保全と地域の活力を高める事業を実施。

採択された地域での耕作放棄地が
解消されるとともに、都市住民と
の交流が行われることで地域活性
化に貢献できた。また、同地域の
取組に周辺地域が刺激をうけ、同
様の取組を検討しはじめるなどモ
デル事業としての波及効果が認め
られた。

合計

6,410

事業項目
（２）地域住民が行う手作りの公共事業への支援
（Ｈ１９）

事業評価

事業項目
（１）都市住民等との協働による耕作放棄地活用への支援
（Ｈ１９～Ｈ２０）

事業評価

平成１９年１０月
都市住民等との協働により耕作放棄地を活用した農業体験
活動を行う事業についての企画を募集。
平成１９年１１月
募集の結果、７件の企画が提案され、そのうちの３団体を
選定。
平成１９年１１月～平成２０年１１月
選定された３団体がそれぞれ、草刈り、木の除去、耕起、
施肥などの活動を数回にわたって実施。
平成２０年４月
事業企画募集。５件の企画が提案され、４団体を選定。
平成２０年６月～１１月
選定された４団体がそれぞれ、草刈り、木の除去、山菜定
植、獣柵設置などの活動を数回実施。

平成１９年１０月２９日
放課後、恵那市長島町永田の農道で、路盤造成及び型枠の
設置作業を実施。
参加者：恵那農業高校生６名、教員２名及び地元の方々
平成１９年１１月６日
路盤造成及び型枠の設置作業の農道で、約２６５㎡に対し
てコンクリート舗装を実施。
参加者：恵那農業高校生２１名、教員２名及び地元の方々
平成１９年１１月１３日
１１月６日にコンクリート舗装を行った農道の型枠はずし
及び路肩の整形を実施。
作業終了後には地元農家や土地改良区の方と意見交換会実
施。

評価コメント

評価コメント
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進捗状況

進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

事業項目
（４）「空き家の物件情報」ホームページの制作
（Ｈ１９）

事業評価

事業項目
（３）「交流居住・移住情報」ホームページの制作
（Ｈ１９）

事業評価
事業効果

4

事業効果

2

平成２０年３月２４日
県外からの交流・移住を希望される方に対し、県内市町村
の空き家住宅情報や取組などを紹介する「空き家住宅情
報」のホームページを開設。

評価コメント
岐阜県への移住希望者からの問い
合わせ時などに有効活用できてい
る。

平成２０年４月１日
全国の潜在的な移住希望者等に対して、本件の魅力発信と
ともに、市町村も含めた県内の観光や農業農村体験ができ
るグリーンツーリズムなどの各種交流情報や住居・就業・
医療・福祉・教育などの生活関連情報などをＷＥＢ上で紹
介する「岐阜県田舎暮らし応援サイト『田舎暮らしぎ
ふ』」を開設。

評価コメント

本県の魅力発信とともに、市町村
も含めた県内の観光や農業農村体
験ができるグリーン・ツーリズム
などの各種交流情報や住居・就
業・医療・福祉・教育などの生活
関連情報などをＨＰ上で発信する
ことで、全国の潜在的な移住希望
者等に情報提供ができている。
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事業の進捗状況・事業評価
＜１９年度選定事業＞

H19 H20 H21 H22 H23 H24

4,176 7,824 － － － －

事業概要

進捗状況

進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

事業効果

4

事業番号 8

管理が行われず放置され竹林が風
雪害や林内の過密化等により、地
域の景観や生活環境を損ねていた
荒廃竹林を、地域住民やボラン
ティア等の皆さんの力によって良
好な状態に整備することができて
いる。

事業効果

4

事業名 県民で支える森づくり事業

事業費（千円）

・県内の森林は荒廃し深刻な状況となっているため、都市住民の下草刈り・枝打ちなどの
林業体験や、木の温もりや暖かみが体感できる県産材を使った玩具等の開発など、これま
で以上にすそ野を広げて県民に森林や県産材に対する理解を深めてもらう事業を実施。

H19年度の参加者で事業終了後も継
続して活動したいという人も多
く、その一部は事業実施団体の会
員になり一緒に里山整備等の活動
を行っている、など事業の効果が
あらわれている。

合計

12,000

事業項目
（２）荒廃した竹林整備に対する支援
（Ｈ１９～Ｈ２０）

事業評価

事業項目
（１）都市住民等との協働による林業体験
（Ｈ１９～Ｈ２０)

事業評価

平成１９年１１月
管理の行き届かない里山林において、団塊の世代の都市住
民等と一緒に森林・林業体験を行い、森林の整備・利用を
推進し、都市と山村の交流を図る活動に関する企画提案を
募集
平成１９年１２月
２団体を選定
平成２０年１月～３月
選定した２団体がそれぞれ、枝打ち、下草刈り、間伐、間
伐材を活用したログハウス作りを実施
平成２０年４月
平成２０年度の事業企画の一般公募を開始
平成２０年６月
募集のあった企画の評価・選考を行い、事業を実施する３
団体を選定
平成２０年１１月～平成２１年３月
選定した３団体が事業を実施

平成１９年１１月
荒廃した竹林を地域住民やボランティアなどの力によって
良好な状態に整備し、地域の景観向上や不法投棄の防止等
に繋げることを目的として、荒廃した竹林整備の実施団体
を募集
平成１９年１２月
３団体のなかから２団体を選定。(うち1団体が取下げ）
平成２０年１月～２月
長良川右岸（岐阜市日野）を４回にわたり竹林整備
荒廃した竹林がこの活動により美しい竹林によみがえる
平成２０年５月
荒廃した竹林整備の実施団体募集
平成２０年６月
１１団体の応募があり、１１団体を選定。
平成２０年７月～平成２１年３月
竹林整備を実施

＜この事業による竹林整備面積＞
・平成１９年度 ０．３ha
・平成２０年度 １．５ha

評価コメント

評価コメント
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進捗状況

進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

事業項目
（４）県産材活用の玩具・遊具等の開発
（Ｈ１９～Ｈ２０)

事業評価

事業項目
（３）「ぎふ森林づくりスクール」開催
（Ｈ１９～Ｈ２０)

事業評価
事業効果

4

事業効果

4

平成１９年２月
・幼稚園、保育所（園）向けのおもちゃを開発していくと
いうコンセプト決定
平成２０年２月～３月
・コンテストによるアイデア募集
・全国から１９７件の応募があり、受賞作品を選定
平成２０年６月～８月
・コンテスト入賞作品（最優秀賞、優秀賞）６点について
試作品１点づつ作成。
平成２０年８月～１０月
・山の日イベントでおもちゃのＰＲ、アンケート調査
・試作品を岐阜市内幼稚園、子育て支援センター等でテス
トし、改良点の調査を実施
・森と木とのふれあいフェアでおもちゃのＰＲ
平成２０年１１月～１２月
・幼稚園モニター調査用おもちゃの製作

評価コメント

安価な中国製玩具等の塗料に対す
る不信感から、県産材を利用した
安全・安心な木製玩具に対する期
待度は高い。
公募選定作品の試作品(初期型）に
ついて、イベント・子育て支援施
設、幼稚園等でのテストを実施し
たところ大変好評であり、今後も
試作品の改良を実施する。

平成１９年１１月
企画会議を２回開催
（「ぎふ森林づくりスクール」の内容検討等）
平成２０年１月～２月
「ぎふ森林づくりスクール」を４回開催
内容：「森林とは何か？」「森林と人との関わり」「地域
資源を活用した森林づくり・まちづくり」など
参加者数：のべ９８人
平成２０年９月
企画会議を２回開催
（講座の内容検討、間伐研修地の現地調査等）
平成２０年１１月～平成２１年１月
「ぎふ森林づくりスクール」を東濃、飛騨（各会場４回シ
リーズ）で開催中
内容：「森を伐ることの大切さを学ぶこと」をテーマに野
外研修を多く実施

評価コメント

事業を実施した岐阜・西濃地域で
は、参加した指導者のレベル向上
とともに、指導者を中心とした森
林づくり活動団体間の交流が生ま
れ、活動の活発化につながってい
る。
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事業の進捗状況・事業評価
＜１９年度選定事業＞

H19 H20 H21 H22 H23 H24

1,700 － － － － －

事業概要

進捗状況

進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

事業番号 9 事業名 エコライフ参加推進事業

事業項目
（２）レジ袋削減活動への支援
（Ｈ１９）

事業項目
（１）体験型環境学習会（環境塾）の充実
（Ｈ１９）

事業費（千円）

・身近な地域において、児童生徒から幅広い年齢層を対象にした里山の自然観察、河川の
水質調査、リサイクル分別など、地域特性を活かした体験型の環境学習の開催やレジ袋削
減活動など、県民一人一人がそれぞれの場で環境に配慮した実践活動を促進。

1,700

合計

事業効果

3
事業評価

事業効果

4

平成１９年１２月
・「もったいないぎふ県民フェア」を開催（３ヵ所）
もったいない家族に参加いただいた方にレジ袋削減に向け
てマイバックを配付し、地球温暖化防止について普及啓発
を実施。

評価コメント
平成２２年度までに全市町村でレ
ジ袋有料化という目標が大幅に前
倒しできる見込みである。

平成１９年１０月～１１月
・｢ぎふ・ふるさとの水辺自然観察会｣開催（３３名参加）
・｢美濃市産業祭｣、｢環境フェアせき｣において｢ブルーリ
バー作戦｣としてブースを設置（生活排水対策の啓発）
平成１９年１１月
・「子ども環境塾ｴｺ・ｷｯｽﾞｾﾐﾅｰ」開催（６０名参加）
・総合学習の時間において、「地球温暖化と省エネル
ギー」をテーマとしたワークショップ形式の授業を実施
平成１９年１１月～１２月
・「東濃オリベ環境塾」実施
参加者は「リサイクル陶土を利用した作陶体験」や、「バ
スで行く化石採集」により、身近な自然や環境にふれなが
ら地球環境の大切さを体験。

評価コメント

環境保全の重要性や環境問題への
関心が高まる中、圏域別「環境
塾」を拡充して実施することによ
り、県民が体験型の環境学習に参
加する機会を増やすことができ、
普及啓発につながっている。

事業評価
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事業の進捗状況・事業評価
＜１９年度選定事業＞

H19 H20 H21 H22 H23 H24

2,000 4,630 5,800 － － －

事業概要

進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

12,430

合計

・揖斐川流域全体の河川環境調査を実施し、ダムによる環境影響を継続的に監視するとと
もに、その調査結果を今後のダム運用方法の改善等に活用。

事業番号 10 事業名 揖斐川流域の河川環境調査事業

事業費（千円）※H21以降は予定

事業効果

2

平成１９年１１月～１２月
木曽川水系揖斐川の徳山ダム上下流域と徳山ダム湖にて、
河川環境調査を実施。
平成２０年５月～１２月
木曽川水系揖斐川の徳山ダム上下流域と徳山ダム湖にて現
地調査を実施。
引き続き定期調査を実施するとともに現地調査で得られた
データ、試料を基に分析を実施していく。

評価コメント

連続調査が必要であるため現時点
での判断は困難であるが、ダムの
運用方法など河川環境保全のため
の改善策を検討していくために
は、ダムによる環境影響を継続的
に調査していく必要がある。

事業項目
（１）ダム運用等の改善策検討のための河川環境調査
（Ｈ１９～Ｈ２１）

事業評価
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事業の進捗状況・事業評価
＜１９年度選定事業＞

H19 H20 H21 H22 H23 H24

3,230 － － － － －

事業概要

進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

3,230

合計

・県広報紙「くらしと県政」に、無料で投函できるハガキを挿入し、県政に対する意見、
提案、苦情など、手軽に寄せていただける広聴制度を新たに設置。

事業番号 11 事業名 「気軽にお聞かせ」事業

事業費（千円）

事業効果

4

平成１９年１１月～１２月
県広報誌「ふれあい くらしと県政」１１月号に、自由に
意見、提案、苦情等を出せる「ハガキページ」（料金受取
人払）を差し込み意見募集。
平成２０年６月
応募のあった意見は分野ごとに整理のうえ各担当部局で対
応を検討し、施策運営に役立てた。
応募総数：４８６通

評価コメント

４８６件の県民の身近な意見や要
望、苦情など、生の声を通じて県
民のニーズや生活実態を把握する
ことができた。また、今後の施策
立案や見直しにつながる可能性の
ある意見も２割近くあり、県民
ニーズに沿った今後の施策の展開
に役立った。

事業項目
（１）「くらしと県政」内に意見公募する「ハガキページ」の設置
（Ｈ１９）

事業評価

17



事業の進捗状況・事業評価
＜２０年度選定事業＞

H20 H21 H22 H23 H24 H25

24,269 2,500 2,500 2,500 2,500 -

事業概要

進捗状況

進捗状況

進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

事業項目
（１）ドクターヘリの運用の検討
（Ｈ２０）

事業評価

平成２０年６月～８月
ドクターヘリの導入あたって必要な法的手続きや経費、基
地候補病院の比較検討に係る調査を実施
平成２０年５月、１０月
日本航空医療学会が主催するドクターヘリ講習会に県内６
救命救急センターの医師等を対象に参加支援を行い、ドク
ターヘリの基礎的知識を習得
＜実 績＞
・第１６回ドクターヘリ講習会（平２０年５月）

岐阜大学医学部附属病院 医師１名参加
・第１７回ドクターヘリ講習会（平２０年１０月）
岐阜大学医学部附属病院 医師１名参加

評価コメント

ドクターヘリの導入については、
Ｈ１９年度ふるさとぎふ再生基金
事業として最多の７件の提案があ
り、また、市町村からの要望が多
いなど、ニーズが高い。
今年度の事業により必要な法的手
続きや経費、基地候補病院の比較
検討項目を整理することができ
た。

事業項目
（２）医師確保のための「ドクターバンク」の設置
（Ｈ２０～Ｈ２４）

事業評価

県内において就業斡旋を希望する医師や求人を希望する医
療機関のきめ細やかな要望に応えられるドクターバンクを
設置・運営する。
平成２０年１１月
・県医師会に委託
・県医師会は、職業安定法に基づく職業紹介事業の許可申
請中（平成21年1月許可予定）
・県医師会では、ドクターバンクの開設に向けて、ドク
ターバンク求人・求職情報のデータベースやホームページ
の作成等の準備中

評価コメント

現在、委託先である県医師会にお
いて、ドクターバンク開設に向け
て準備中であるが、医局制度にと
らわれないで身近な地域で安心し
て人材の紹介確保ができる「ドク
ターバンクの設置」に対するニー
ズは今後も増大すると予想され
る。

事業項目
（３）看護職員の環境改善のためのマニュアル作成、講演会
（Ｈ２０）

事業評価

平成２０年８月～９月
県内病院に就業する看護職員を対象（５００名）に、看護
職員が働き続けるための就労環境条件についての調査を実
施。
平成２０年１１月
・就労環境改善に関する講演会・シンポジウム開催

参加人数：１８０名
開催場所：未来会館

評価コメント

講演会には病院関係者、看護管理
者等１８０名の参加があり、各病
院の就労環境についての意識が高
まった。
マニュアルについては現在作成中
のため現時点における効果は判断
できないが、県民が安心して地域
医療サービスを受けるため、看護
職員の安定的確保に資するマニュ
アルへのニーズは高い。

事業番号 1 事業名 地域医療確保事業

事業費（千円）※H21以降は予定

・ドクターヘリの運用についての検討を行い、早期運用を目指し、ドクターヘリに搭乗す
る医師・看護師に対する実務研修を実施。
・医師確保を目的とした「ドクターバンク」の設置、看護職員の勤務環境改善のためのマ
ニュアルの作成、講演会を開催。
・救急救命センター等の本来機能を確保を目的として、県民に正しい医療機関の選択につ
いての理解促進を図るための講演会の開催、ガイドブックの作成を実施。

34,269

合計

事業効果

3

事業効果

2

事業効果

4
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進捗状況

進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

事業項目
（５）小児救急医療の啓発普及事業
（Ｈ２０）

事業評価

事業項目
（４）正しい医療機関の選択についての理解促進
（Ｈ２０）

事業評価

小児科医師（開業医、病院勤務医）、母子保健関係者等を
メンバーとした企画検討会を３回開催

９月 小児救急に係る意見聴取、事業実施方針
１０月 ガイドブック等の内容企画
１１月 ガイドブック等の編集、講習会内容検討

評価コメント

講演会・ガイドブックともに準備
中のため現時点では判断できない
が、小児の救急時の対応方法等に
関する正しい知識の習得は県民、
医療機関双方でニーズが高い。

平成２０年１１月
・医療に関する正しい知識、医療機関の役割分担について
県民への理解促進を図るための講演会を１０箇所程度で開
催予定
・医療機関の役割分担を踏まえ、患者の症状に応じた適切
な医療機関の選択支援を目的とした県民啓発資料の作成及
び配付について、県医師会に委託

評価コメント

啓発資料を作成中であり、現時点
では判断できないが、妊婦救急搬
送のたらい回しや医師不足問題な
どについて社会問題となってお
り、県民のニーズは高い。

事業効果

2

事業効果

2
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事業の進捗状況・事業評価
＜２０年度選定事業＞

H20 H21 H22 H23 H24 H25

27,476 27,173 27,173 - - -

事業概要

進捗状況

進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

事業費（千円）※H21以降は予定

事業番号 2 事業名 障がい者雇用確保事業

事業評価

81,822

合計

事業項目

事業項目
（２）障がい者雇用促進サポート事業
（Ｈ２０～Ｈ２２)

事業評価

・障がい者の特性と能力に応じた新たな就業先・訓練先の確保のため、企業と特別支援学
校・福祉施設との間の橋渡し役として、法定雇用率に達していない企業を中心に年間５０
０社に対して、理解促進、新たな作業の創設などを働きかける「障がい者雇用企業開拓
コーディネーター」を設置。
・新たに障がい者を本格的に雇用する企業を増やすため、企業の事業参入に要する調査・
計画づくり・設備整備などの経費を助成。

（１）企業経営型障がい者就労支援事業
（Ｈ２０～Ｈ２２)

事業効果

4

事業効果

4

障がい者雇用企業開拓コーディ
ネーターが県内企業を訪問し、障
がい者の職場実習・就職受入の働
きかけや、障がい者雇用に関する
啓発や相談対応などを行ったこと
により、職場実習受入企業や求人
申込企業が増加し、また、ハロー
ワークや特別支援学校などの関係
機関へ情報提供することで障がい
者の雇用促進につながっている。

民間企業が障害者自立支援法に基づく「就労継続支援Ａ型
事業所」等を県内に開設して新たに１０名以上の障がい者
雇用が見込まれる場合に、その準備経費に対して補助金を
交付する制度を創設

平成２０年４月～６月
・事業募集、応募１社
・有識者５名による審査会を実施し、事業を認定
平成２０年７月～８月
・二次募集をし、応募１社、応募審査会で事業を認定
平成２０年１２月
・認定した２事業について交付決定

評価コメント

交付決定した２社により、県内の
障がい者約３０名が雇用される予
定であり、一般企業における障が
い者の就労機会の拡大を図ること
ができた。

○「障がい者雇用企業開拓コーディネーター」の活動内容
・障がい者の職場実習や就職受入の働きかけ
・個々の企業ニーズ等を踏まえた障がい者雇用に関する助
言・提案
・障がい者雇用に関する啓発・相談対応

○障がい者雇用企業開拓コーディネーターによる企業訪問
平成２０年１０月末現在
・訪問企業数 ４２９社
・職場実習受入可能企業数 ４８社
・求人申込可能企業数 ４２社

評価コメント
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事業の進捗状況・事業評価
＜２０年度選定事業＞

H20 H21 H22 H23 H24 H25

6,360 6,360 6,360 6,360 6,360 -

事業概要

進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

31,800

合計

・県立希望が丘学園外来診療をはじめとする発達障がいの診療ができる医療機関における
待機者を解消するため、５圏域において、発達障がいの診療実績のある医師が勤務する医
療機関（５医療機関）における発達障がい専門外来の実施を支援。

事業番号 3 事業名 発達障がい児早期支援対策事業

事業費（千円）※H21以降は予定

事業効果

4

平成２０年４月
５圏域において、発達障がいを診断できる医師が所属する
医療機関の協力を得て、月２回の発達障がい専門外来を開
設。
平成２０年６月
発達障がい専門外来診療促進事業実施医療機関と発達支援
センターなどとの連絡会議を実施。

評価コメント

５圏域の医療機関において１ヶ月
に２回程度の発達障がい専門外来
を設置したことにより、県立希望
が丘学園での初診待機期間が２ヶ
月程度短縮されている。

事業項目
（１）発達障がい専門外来診療促進事業
（Ｈ２０～Ｈ２４)

事業評価
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事業の進捗状況・事業評価
＜２０年度選定事業＞

H20 H21 H22 H23 H24 H25

7,850 3,750 3,750 - - -

事業概要

進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

事業番号 4 事業名

平成２０年５月～１２月
「教員研修」実施
対象：特別支援学校の農業学習担当者、栄養教諭 等
内容：野菜の栽培に関する知識・技術 等
開催回数：１５回

平成２０年６月～１２月
「農業体験講座」実施
対象：幼稚園児、小学生
内容：野菜の収穫体験 等
開催回数：８回

（幼稚園４回、小学校２回、特別支援学校２回）

平成２０年６月～１２月
「土曜親子体験学園」実施
対象：小学生とその保護者
内容：イモ掘り、豆腐づくり 等
開催回数：４回

平成２０年１０月９日
「食育推進フォーラム」開催
学校関係者、ＰＴＡ関係者等４８７名の参加を得て、「食
育」の重要性を共通理解するとともに、学校・家庭・地域
がいかに連携・協力して食育を推進するかを話し合った。

事業項目

15,350

合計食育推進実践事業

事業費（千円）※H21以降は予定

・「収穫し、調理し、食べる」までの一貫した実践的な食育を推進するため、３年間で全
小学校の教職員（１校１名）を対象にした実践的な食育指導研修、児童を対象にした食育
研修を実施。併せて、成果を広く普及啓発するための発表会を開催。

評価コメント

多数の教職員・児童生徒が研修や
体験講座を受講したことで、健全
な食生活を送るための正しい食習
慣の形成や、食事内容の充実を図
ることについての普及啓発につな
がっている。

（１）食育推進実践事業
（Ｈ２０～Ｈ２２)

事業評価
事業効果

3
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事業の進捗状況・事業評価
＜２０年度選定事業＞

H20 H21 H22 H23 H24 H25

5,981 - - - - -

事業概要

進捗状況

進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

事業効果

2

事業評価

事業番号

平成２０年５月
学校の木を守ろう・つくろう事業実施希望校の募集
平成２０年１１月
○「学校の木を守ろう」事業
・１２校から応募がありすべて事業化
＜事業内容例＞
・グリーンドクター（県が認定）が対象校の樹木を診断
・診断書を基に、授業として治療をしながら育成法を学ぶ
○「学校の木を育てよう」事業
・２校から応募があり２校とも事業化
＜事業内容例＞
・自分たちで育てたドングリの木の苗木を学校の近くを流
れる川の上流に植栽し、水源に森をつくる

評価コメント

実施希望校を募集したところ多数
の応募があったことなどから、木
についての定期的な健康診断に対
するニーズはあり、県内の貴重樹
木保護などの効果があがってい
る。

次世代へつなぐ
木の国・山の国事業

平成２０年５月
外国人を含む地域住民が一緒になって植樹を行い、緑に対
する意識向上と、外国人が一層地域づくりに参加するきっ
かけとなる活動を実施する団体に一定額を助成する「交流
の森植樹事業」を実施するため企画提案を募集。
平成２０年６月
県民で支える森づくり事業選考委員会が開催され、事業実
施団体決定。
平成２０年１１月
美濃加茂市蜂屋町内にて、外国籍児童と日本人による合同
の植樹を実施。

評価コメント

5 事業名

事業費（千円）

事業項目
事業効果

2

事業項目

5,981

合計

（２）次世代へつなぐ学校の木 守ろう・つくろう事業
（Ｈ２０）

事業評価

・次代の地域づくりの担い手である子どもが郷土への愛着心を深めるため、地域の名木の
種子を活した「じまんの木」による名所づくりや、学校等で大切にされている木の診断・
治療の実施など、木と森の関わりから豊かな心を育てる「木育」を進める。さらに、こう
した「木育」の事例紹介などを含めた公開講座を開催。

（１）交流の森植樹事業
（Ｈ２０）

応募団体は１団体であったが、植
樹を通して外国人と地域住民の交
流を深めることができる場とな
り、多文化共生の点で一定の効果
があがっている。
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進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

平成２０年６月～９月
公開講座企画会議を３回実施し、コンセプトを「木育」、
ねらいを地球環境保全のために自発的に行動できる人材育
成に置き、プログラムを決定、基調講演者・パネラー候補
者を選出した。
平成２０年１０月
各候補者との交渉・調整及び公開講座受講者募集の広報媒
体への掲載依頼を実施
平成２０年１１月
広報用チラシの作成。
平成２１年１月１６日
「木育フォーラム（地球環境保全公開講座）」実施予定

評価コメント

講座開催前の現時点では効果の判
断は困難であるが、森林に対する
グローバルな視野を持って人と森
林の関わり、森林の現状・問題点
等を正しく認識し適正な判断ので
きる人材を育成する必要がある。

事業効果

2
事業項目

（３）森林文化アカデミー公開講座
（Ｈ２０）

事業評価
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事業の進捗状況・事業評価
＜２０年度選定事業＞

H20 H21 H22 H23 H24 H25

8,000 - - - - -

事業概要

進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

事業項目
（１）環境にやさしい消費生活実践協働事業
（Ｈ２０）

事業評価

・県民の地球環境保全活動を促すため、実際に活動する団体等が主体となって、ごみをつ
くらない生活や環境にやさしい商品の選び方などの実践的研修会を全市町村で開催。併せ
て、販売店舗において、環境にやさしい商品選びの県民向けの実践講習などを実施。

事業効果

3

平成２０年８月～１２月
各市町村で実施するグリーン購入勉強会及び環境配慮活動
実践報告会を県下１６会場で実施。
平成２０年９月～１１月
販売店舗では、３会場において、環境配慮商品を探す買物
探検隊を実施。
平成２１年１月～２月
買物探検隊を２回実施予定

評価コメント

研修会やグリーン購入実践体験会
などの実施により、グリーン購
入、３Ｒ（リデュース、リユー
ス、リサイクル）の普及啓発、実
践活動の拡大が図られる。

事業番号 6 事業名
環境にやさしい

消費生活実践協働事業

事業費（千円）

8,000

合計
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事業の進捗状況・事業評価
＜２０年度選定事業＞

H20 H21 H22 H23 H24 H25

2,000 - - - - -

事業概要

進捗状況

【事業評価】
事業効果
４ 効果が表れている

３ 効果は一定のレベルにとどまっている

２ 現時点における判断は困難である

１ 期待した効果はあまり得られていない

事業項目
（１）県美術館機能強化事業
（Ｈ２０）

事業評価

・県民をはじめとして、誰もがより利用しやすい美術館とすることを目指し、展示スペー
ス・県民ギャラリーの拡張など、県民ニーズを施設の機能、配置、規模等に具体的に反映
した基本計画を策定。

事業効果

4

平成２０年５月２０日
「第１回岐阜県美術館機能強化委員会」開催
平成１９年度に作成した岐阜県美術館改修基本構想を具体
化し、県民の皆様が利用しやすい開かれた美術館として、
展示スペースや県民ギャラリーの拡張など、県民ニーズを
施設の機能や配置規模等に反映した基本計画を策定するた
めの機能強化委員会を開催。
平成２０年１２月１６日
「第２回岐阜県美術館機能強化委員会」開催

評価コメント

県内もしくは本県出身の画家が活
躍する場が必要などといったニー
ズに応えるため、展示スペース、
県民ギャラリー、実習室等の機能
強化を行う必要がある。

事業番号 7 事業名 県美術館機能強化事業

事業費（千円）

2,000

合計
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